
１　市町村の取組状況

表-1 対象市町村数及び平成１５年度制度実施市町村数 （参考）実施市町村割合

対　　象
市町村数

実　　施
市町村数

平成１２
年度

平成１５
年度

全域指定 36 36 77.2% 92.5%

部分指定 7 5

全域指定 6 5

部分指定 11 7

53 49

実施市町村

２　協定締結の状況 未実施市町村

（１）協定形態別内訳

表ー２ （単位：件､人、ha､千円）

集落協定 個別協定 計 前年比 H12年比

協定数 433 9 442 100.9% 118%

参加者数 16,025 9 16,034 101.6% 122%

協定面積 4,424 22 4,446 101.0% 123%

交付金額 535,288 2,203 537,492 100.9% 118%

（２）協定面積に占める農振農用地区域編入面積

（単位：ａ）

田 畑 計

甲府市 5 0 5

豊富村 0 182 182

大月市 13 0 13

合計 18 182 200

（単位：ａ）

田 畑 計

平成１２年 219 1,721 1,940

平成１３年 15 544 559

平成１４年 61 0 61

平成１５年 18 182 200

合計 313 2,447 2,760

表-3① 平成１５年度の協定締結面積に占め
る農振農用地区域編入面積

表-3②年別協定締結面積に占める農振農用
地区域編入面積

（注）四捨五入の関係
で合計が合わない場合
がある。

合　　計

平成１５年度中山間地域等直接支払制度の実施状況

８法地域

特認地域

　平成１５年度に直接支払交付金制度を実施した市町村は、過疎法等の地域振興関連８
法（以下、「８法」という。）及び山梨県中山間地域等直接支払制度特認基準（以下、
「特認」という。）に指定された地域を有する５３市町村のうち、４９市町村である。
　なお、４町村は、対象農用地が無い、又は、対象農用地が非常に少ない等の理由か
ら、制度を実施していない。
　

（注）特認基準の部分指定地域
については、８法部分指定市町
村と重複する関係で合計が合わ
ない。
（重複市町村：春日居町、六郷
町、南アルプス市）

田
9.2%

畑
90.8%

　集落協定は４３３協定、個別協定は９協定で合計４４２協定が締結されている。
　参加者数は集落協定で１６，０２５人、個別協定で９人で合計１６，０３４人が参加している。
　協定面積は集落協定で４、４２４ｈａ、個別協定で２２ｈａで合計４，４４６ｈａが締結されている。
　交付金額は集落協定へ５３５，２８８千円、個別協定へ２，２０３千円で合計５３７，４９２千円を交付して
いる。

「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき、農業振興を図っていく地域が農
振農用地区域として設定され、優良農地の確保・保全がなされている。平成１２
年度から累積して、田３１３ａ、畑２，４４７ａ、計２，７６０ａが編入されている。

田
11%畑

89%
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（３） 協定参加者の構成

表ー４　集落協定参加者の構成 （単位：人､組織､組合）

農業者 生産組織 水利組合 その他 計

15,663 17 94 251 16,025

表-5 個別協定の経営形態別内訳

認定農業者 農業生産法人 農業協同組合 計

6 2 1 9

（４）一協定当たり及び協定参加者一人当たり面積・交付金額

表-6　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人､ha､千円）

全体 一協定当たり 一人当たり 全体 一人当たり

協定面積 4,424 10.2 0.28 22 2.43

交付金額 535,288 1,236.2 33.4 2,203 244.8

面積H12比 123% 105% 101% 123% 110%

（５）協定農用地の地目・区分別内訳

表-7 （単位：ha）

急傾斜
小区画不
整形

緩傾斜
その他
（※１） 計

田 1,682 9 1,422 27 3,140

前年比(%) 101.0% 100.0% 100.0% 100.0% 104.8

畑 271 - 1,020 14 1,306

前年比(%) 100.7% - 102.5% 99.3% 102.9

計 1,953 9 2,442 41 4,446

集落協定 個別協定

（注）四捨五入の関係
で合計が合わない場合
がある。

農業協同
組合
11.1%

農業生産
法人
22.2% 認定農業者

66.7%

一人当たり協定面積(ha)

0.28

2.44

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

集落協定 個別協定

一人当たり交付金額（千円）

33.4

244.8

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

集落協定 個別協定

生産組織
0.1%

水利組合
0.6%

農業者
97.7%

その他
1.6%

※１は、高齢化率・耕作放棄
率の高い農地をいう。

　協定締結面積を地目別に見ると、田が７０．６％、畑が２９．４％となっている。
　傾斜等の交付区分別に見ると急傾斜が４３．９％、小区画不整形が０．２％、緩傾斜が５４．９％となって
いる。

　一協定当たり及び協定参加者一人当たり面積・交付金額を協定形態別に見ると、協定面積では集落協
定は一協定あたり１０．２ｈａ、一人当たり０．２８ｈａ、個別協定では一人当たり２．４３ｈａとなっている。
　また、交付金額では集落協定は一協定あたり１，２３６．２千円、一人当たり３３．４千円、個別協定では２
４４．８千円となっている。

注）その他には、協定参加者の中で非農家と農
家だが交付金を受けていない者が含まれる。
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（６）地域別実施状況

表-8 （単位：ha）

田 畑 計 割合

市部 46 434 480 10.8%

東山梨郡 0 285 285 6.4%

東八代郡 45 343 387 8.7%

西八代郡 30 37 66 1.5%

南巨摩郡 163 108 271 6.1%

中巨摩郡 121 40 161 3.6%

北巨摩郡 2,609 3 2,612 58.7%

南都留郡 123 15 138 3.1%

北都留郡 4 41 44 1.0%

計 3,140 1,306 4,446 100.0%

（注）四捨五入の関係で計が合わな
い場合がある。
南アルプス市の協定締結面積は中
巨摩郡に含めています。

地目別内訳

田
70.6%畑

29.4%

農用地の区分別内訳 その他
0.9%

小区画不
整形
0.2%

緩傾斜
54.9%

急傾斜
43.9%

田の区分別内訳

急傾斜
53.6%

緩傾斜
45.3%

小区画不
整形
0.3%

その他
0.9%

畑の区分別内訳

緩傾斜
78.2%

急傾斜
20.7%

その他
1.1%

　協定締結面積を、市部、８郡の９ブロッ
ク別にみると、最も多いのが北巨摩郡で
２，６１２ｈａとなっている。
　さらに地目別にみると、田で最も多い
のが北巨摩郡で２，６０９ｈａ。畑で最も
多いのが市部で４３４ｈａ、次いで東八代
郡で３４３ｈａ、東山梨郡で２８５ｈａとなっ
ている。
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（７）集落協定における協定農用地面積別協定数

表-9 

１ha～ ５ha～ 10ha～ 20ha～ 30ha～ 50hａ～ 計

市部 22 11 9 2 4 0 48
東山梨郡 19 16 7 1 0 0 43
東八代郡 22 6 17 1 1 0 47
西八代郡 17 1 2 0 0 0 20
南巨摩郡 25 8 3 3 1 0 40
中巨摩郡 25 2 4 0 1 0 32
北巨摩郡 57 37 43 25 14 7 183
南都留郡 3 2 0 0 0 2 7
北都留郡 10 3 0 0 0 0 13

計 200 86 85 32 21 9 433
前年度協定数 200 85 83 31 22 8 429

（８）集落協定における協定参加者数別協定数

表-10 

２人～ ５人～ 10人～ 20人～ 30人～ 50人～ 100人～ 計

市部 1 5 12 5 12 10 3 48
東山梨郡 2 4 12 9 12 4 43
東八代郡 3 9 8 10 15 2 47
西八代郡 4 8 3 3 2 20
南巨摩郡 4 8 7 10 7 4 40
中巨摩郡 1 16 6 3 5 1 32
北巨摩郡 20 43 29 40 41 10 183
南都留郡 1 2 2 2 7
北都留郡 7 2 4 13

計 3 42 117 69 96 84 22 433
前年度協定数 4 42 120 65 95 84 19 429

（注）南アルプス市の協定農用地面
積別協定数は中巨摩郡に含めていま
す。

（注）南アルプス市の協定参加者別
協定数は中巨摩郡に含めています。

１ha以上
46.2%

５ha以上
19.9%

10ha以上
19.6%

20ha以上
7.4%

30ha以上
4.8%

50hａ以上
2.1%

50人以上
19.4%

30人以上
22.2% 20人以上

15.9%

10人以上
27.0%

100人以上
5.1%

２人以上
0.7%

５人以上
9.7%

　　一協定あたりの平均協定面積は１０．２ｈａ（表－６参照）であるが、協定農用地面積別
協定数をみると、最も多いのが１ｈａ以上５ｈａ未満で２００協定（４６．２％）、次が５ｈａ以
上１０ｈａ未満で　８６協定（１９．９％）となっている。

　　一協定あたりの平均協定人数は３７人であるが、協定参加者数別協定数をみると、最も多い
のが１０人以上２０人未満で１１７協定（２７．０％）、次が３０人以上５０人未満で９６協定（２２．
２％）となっている。
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３　共同取組活動の実施状況

（１）集落協定における交付金の配分状況

表－11 （千円、％）

共同取組
活動充当

農業者等
へ配分

計

金額 257,200 278,088 535,288

前年比 101.2% 100.6% 100.9%

（２）集落協定における共同取組活動充当割合別協定数

表-12 

０％ １％～ ２５％～ ５０％～ ７５％～ １００％ 計

市部 7 12 19 10 48

東山梨郡 7 21 9 2 4 43

東八代郡 30 17 47

西八代郡 14 6 20

南巨摩郡 1 11 4 3 21 40

中巨摩郡 6 25 1 32

北巨摩郡 18 151 1 13 183

南都留郡 1 3 3 7

北都留郡 9 4 13

計 52 69 54 192 1 65 433

前年度協定数 53 69 40 206 2 59 429

（注）南アルプス市の共同取組活動
充当割合別協定数は中巨摩郡に含め
ています。

共同取組活
動充当
48.0%

農業者等へ
配分
52.0%

０％
12.0%１００％

15.0%

７５％以上
0.2%

５０％以上
44.3%

２５％以上
12.5%

１％以上
15.9%

　集落協定による共同取組活動を通じて多面的機能を維持するとの観点から、直接支払額の概
ね１／２以上が集落の共同活動に使用されるよう呼びかけている。
　集落協定における交付金の配分状況は共同取組活動に２５７，２００千円（４８．０％）が配分さ
れている。

　集落協定における共同取組活動充当割合別協定数をみると、最も多いのが５０％以上７５％未満
で１９２協定（４４．３％）となっている。その内訳として市部、８郡の９ブロック別に見ると最も多いのが
北巨摩郡で１５１協定となっている。
　共同取組活動充当割合が０％の協定が５２協定（１２．０％）ある反面１００％の協定も６５協定（１
５．０％）となっている。
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（３）共同取組活動に対する交付金の使用方法

表-13 

集落活動
報酬

農用地に
関する事

項

水路･農道
等

の維持管
理

多面的機
能を

増進する
活動

生産性･収
益の向上､
担い手の
定着

その他

選択協定数 245 207 314 168 158 141 （複数選択）

前年比(%) 108% 91% 93% 95% 95% 117%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

集落活動報酬

農用地に
関する事項

水路･農道等
の維持管理

多面的機能を
増進する活動

生産性･収益の向上､
担い手の定着

その他

　集落協定に位置づけられている交付金の使用方法についてみると、最も多く位置付けられている使用方法は、
「水路・農道等の維持管理」で３１４協定（７２．５％）となっている。

　○それぞれの項目における主な交付金の使途
　　　・農用地に関する事項　協定農用地に含まれる耕作放棄地の復旧、またはその林地化をする場合にかかる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　費用。および協定農用地に含まれない耕作放棄地に対する保全管理にかかる費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　用
　　　・水路農道等の　　　　　水路農道の清掃、補修、点検にかかる費用
　　　　維持管理
　　　・多面的機能を増進　　景観作物の作付け、市民農園の設置運営、周辺林地の下草刈り、堆きゅう肥の施肥
　　　　する活動　　　　　　　　等にかかる費用
　　　・生産性・収益の向上　農業機械の共同購入・共同利用、農作業受委託の推進、新規就農者の住宅確保
等
　　　　担い手の定着　　　　　にかかる費用
　　　・その他　　　　　　　　　地域に伝わる文化（祭り等）の継承にかかる費用

※共同取組活動に必ず交付金が使用されているわけではないので 協定数は全協定数（４３３）と合わない
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（４）農業生産活動等（農用地）に関する事項

表-14 農業生産活動等

農地法面
点検

既耕作放
棄

地保全管
理

賃借権設
定

・農作業
の委託

鳥獣被害
防止対策

既耕作地
復旧

その他

選択協定数 298 31 219 141 24 45 （複数選択）

前年比(%) 98% 135% 108% 114% 240% 64%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

農地法面
点検

既耕作放棄
地保全管理

賃借権設定
・農作業
の委託

鳥獣被害
防止対策

既耕作地
復旧

その他

　集落協定に位置づけられている活動内容を、農業生産活動等（農用地）に関する事項についてみると、
最も多く位置付けられている活動は、「農地法面点検」で２９８協定（６８．８％）で、次いで「賃貸借権設定・
農作業の委託」で２１９協定（５０．６％）、「鳥獣被害防止対策」で１４１協定（３２．６％）の順となっている。
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（５）農業生産活動等（水路・農道等の管理）に関する事項

表-15 

農道管理 水路管理 その他

選択協定数 433 406 26 （複数選択）

前年比(%) 108% 95% 144%

（６）多面的機能を増進する活動に関する事項

表-16 
周辺林地
の
下草刈り

景観作物
堆きゅう
肥
の施肥

魚類・昆
虫
類保護

その他

選択協定数 245 159 72 29 87 （複数選択）

前年比(%) 110% 90% 109% 104% 94%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

農道管理

水路管理

その他

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

周辺林地の
下草刈り

景観作物

堆きゅう肥
の施肥

魚類・昆虫
類保護

その他

　集落協定に位置づけられている活動内容を、農業生産活動等（水路・農道等の管理）に関する事項
についてみると、「農道の管理」を位置づけている協定の数は４３３（１００．０％）、「水路の管理」を位
置づけている協定の数は４０６（９３．８％）となっている。

　集落協定に位置づけられている活動内容を、多面的機能を増進する活動に関する事項についてみ
ると、最も多く位置付けられている活動は、「周辺林地の下草刈り」で２４５協定（５６．６％）で、次いで
「景観作物」で１５９協定（３６．７％）の順となっている。

8



（７）生産性・収益の向上に関する事項

表-17 

農作業の受
委託推進

高付加価値
型農業

農作業の
共同化

機械･施設
の共同購

入･
共同利用

その他

選択協定数 208 124 101 73 35 （複数選択）

前年比(%) 100% 103% 100% 101% 83%

（８）担い手の定着に関する事項

表-18 

新規就農者
の

受入先確保

新規就農者
の

住宅確保
その他

選択協定数 72 17 51 69 152 146 32 （複数選択）

前年比(%) 83% 113% 116% 82% 94% 102% 100%

認定農業
者の育成

オペレー
ター

の育成･確
保

農地の面
的集積

その他

新規就農者の参入

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

農作業の受
委託推進

高付加価値
型農業

農作業の
共同化

機械･施設の共同購入･
共同利用

その他

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

新規就農者の
受入先確保

新規就農者の
住宅確保

その他（新規
就農者参入)

オペレーター
の育成･確保

農地の面
的集積

認定農業
者の育成

その他（担い
手の定着)

　集落協定に位置づけられている活動内容を、生産性・収益の向上に関する事項についてみると、最
も多く位置付けられている活動は、「農作業の受委託推進」で２０８協定（４８．０％）で、次いで「高付
加価値型農業」で１０３協定（２８．６％）の順となっている。

　集落協定に位置づけられている活動内容を、担い手の定着に関する事項についてみると、最も多く位置
付けられている活動は、「農地の面的集積」で１５２協定（３５．１％）で、次いで「認定農業者の育成」で１４
６協定（３３．７％）の順となっている。
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